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シップリサイクル条約の概要と実務
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1. シップリサイクル条約の概要

2.船舶の実務 IHMの作成と維持管理
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1-1. シップリサイクル条約の背景

3

◆2000年頃から国際的な規制の議論がスタート

◆2009年に香港にてシップリサイクル条約を採択 （香港条約）

◆２０２３年6月26日バングラデシュ、リベリアが条約批准

➢ 条約発効要件を満たしたため、24か月後に発効が決定

◆2025年6月26日、シップリサイクル条約が発効

シップリサイクル条約発効までの経緯

船舶解体における労働安全確保と環境保全を目的として
国際海事機関（IMO）において採択された条約
(略称：シップリサイクル条約，香港条約, HKC)

船の設計、建造、運航、保守、修理、リサイクルにいたるまで、

『ゆりかごから墓場まで』 船の生涯を管理・監視するコンセプトの条約
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シップリサイクル条約の構成

◼ 条約本文

◼ 付属書 安全と環境上適正な船舶のリサイクルのための規則

第一章 総則

第二章 船舶に対する要件

A部 船舶の設計、建造、運航およびメンテナンス
B部 船舶リサイクルに対する準備
C部 検査と証書

第三章 船舶リサイクル施設に対する要件

第四章 通報要件

◼ 附録

附録１ 有害物質のコントロール
附録２ IHMの最低限の有害物質リスト
附録３ インベントリ国際（IHM)証書の書式
附録４ リサイクル準備国際(RfR)証書の書式
附録５ 船舶リサイクル実施許可証（DASR)の書式
附録６ 船舶リサイクルの開始予定についての報告の書式

附録7 船舶リサイクル完了通知書

1-2. シップリサイクル条約の構成 [1/2]
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シップリサイクル条約に関連する6種類のIMOガイドライン

IMOガイドライン名称 ガイドラインの概要

2011 Guidelines for the Development of the Ship Recycling Plan,

adopted by Resolution MEPC.196(62)
船舶リサイクル計画に関するガイドライン

2012 Guidelines for the Authorization of Ship Recycling Facilities,

adopted by Resolution MEPC. 211(63)
船舶リサイクル施設に関するガイドライン

2012 Guidelines for Safe and Environmentally Sound Ship Recycling,

adopted by Resolution MEPC.210(63)
安全かつ、環境に配慮した船舶リサイクル
に関するガイドライン

2012 Guidelines for the survey and certification of ships,

adopted by Resolution MEPC.222(64)
船舶の検査と証明に関するガイドライン

2012 Guidelines for the inspection of ships under the Hong Kong Convention,

adopted by Resolution MEPC.223(64)
船舶のPSC検査に関するガイドライン

2023 Guidelines for the Development of the Inventory of Hazardous Materials,

adopted by Resolution MEPC.379(80)
which is supersede the 2015 Guidelines adopted by Resolution MEPC.269(68),

which is supersede the 2011 Guidelines adopted by Resolution MEPC.197(62)

IHM作成に関するガイドライン
【改訂履歴】
MEPC.197(62) : 新規作成
MEPC.269(68) : 有害物質含有量のしきい値を設定
MEPC.379(80) : 禁止物質にシブトリンを追加

1-3. シップリサイクル条約の構成 [2/2]
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【条約発効日】

2025年6月26日

6

【正式名称】
Hong Kong International Convention for the Safe and Environmentally Sound Recycling of Ships, 2009

【対象船舶】

国際航海に従事する

総トン数５００トン以上の「船舶」

1-4. シップリサイクル条約（香港条約）の発効

条約で定義する「船舶」（条約第2条）

◼水上で運用されるあらゆる形式の船舶
◼設備を取り外された船舶
◼えい航されている船舶

◼浮体式貯蔵施設（ＦＳＵ）
◼浮体式生産貯蔵取卸施設（ＦＰＳＯ）
◼浮体式プラットフォーム

有害物質一覧表（IHM)の船舶所持が要求される期限

新船 建造契約日： 2025年6月26日以降

起工日： 2025年12月26日以降（契約がない場合）

引渡日： 2027年12月26日以降

現存船
（新船以外）

運航中： 2030年6月26日以降

リサイクル実施時

◼潜水船
◼浮遊機器
◼自己昇降式プラットフォーム
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新船

現存船

施設の審査、承認

船舶リサイクル施設

運航段階

・船舶リサイクル計画(SRP)作成

条約への適合

リサイクル段階

造船所による
インベントリ

（IHM第I部）作成

IHM第I部の
維持管理

・IHMの完成

リサイクル
実施船主による

インベントリ
（IHM第I部）作成

・第I部  (有害物質)
・第II部 (油・廃棄物)
・第III部 (家電製品等)

適用：国際航海に従事する総トン数500トン以上の船舶

リサイクル国

7

①

②

③

④

⑤

1-5. シップリサイクル条約の概要(全体）

• IHM初回検査

→IHM証書発行

• IHM更新検査
→IHM証書更新

• 最終検査

→リサイクル準備証書発行

旗国

リサイクル国
•SRPの承認
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1-6. シップリサイクル条約の概要（リサイクル時の要件）

リサイクル国船舶リサイクル施設船主旗国

IHMの完成
第I部、第II部、第III部

最終検査

船舶リサイクル
準備証書

SRPの作成

承認

リサイクル実施

完了通知書送付

船舶リサイクル
準備開始

Tacit承認

完了通知書受領
旗国へ写し送付

完了通知書の
写し受領

リサイクル時の要件

承認済SRP

8

■ 締約国籍の船舶リサイクルは、
承認されたリサイクル施設に限定

■ 承認されたリサイクル施設は、
条約不適合の船舶を受け入れ不可

リサイクル時には
個船ごとに旗国、リサイクル国
双方の国から承認が必要

IHMはリサイクル作業の
基本情報となる重要な書類

⑤
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船舶リサイクル施設
IMOガイドライン MEPC.210(63)にて下記の要件が施設に要求

船舶リサイクル所在国または代行機関が施設に対して実地審査で適合状況を確認する。

初回審査完了後、5年間有効な船舶リサイクル実施許可証(DASR)発給

発給後、中間審査、更新審査、臨時審査によって施設の条約適合を確認

※条約不適合の船舶を受け入れできない。

9

条約で要求される主要な項目

◼ 適切なオペレーション
当局から運営許可，現地法に従った各種免許，証書，船舶リサイクル手順書の整備

◼ 適切な労働者の管理
労働者への教育訓練、労務管理、記録の保管など

◼ 労働安全衛生を確保するための取組み
リスクアセスメント，TBM, PTW, Safe for entry, Safe for hot work, PPE等

◼ 環境保全の取組み
環境モニタリング，有害物質の処理手順，汚染物質流出予防と流出時の対応手順

1-7. 船舶リサイクル施設に対する条約要件
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初回審査

条約要件に適合した船舶リサイクル施設は安全かつ環境に配慮した解撤が可能

条約：中間審査
NK ：年次審査

更新審査

•船舶リサイクル施設計画書（SRFP)の文書審査
•SRFPに従って運営されているか実地審査

•SRFPに従って運営されているか実地審査
◼ 条約要件は2～3年に1回、

NK独自要件で、毎年審査を実施

•SRFPの文書審査（改訂箇所のみ）
•SRFPに従って運営されているか実地審査

臨時審査
•DASRの記載事項に変更があった場合
•施設で処理できる有害物質に変更があった場合等

1-8. シップリサイクル条約関連の施設に対する審査
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✓ NKは2012年から条約適合鑑定を希望する施設に対して条約適合審査を実施
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1-9. 船舶関係者が対応を要する事項

新造建造時 ⚫ IHM第I部の作成（新船）と初回検査受検

IHM適用船向け
機器供給時

⚫ 材料宣誓書（MD)と供給者適合宣言書（SDoC)の提供

運航中

⚫ IHM第I部の作成（現存船）と初回検査受検

⚫ IHM証書の維持、更新検査の受検

⚫ IHM第I部の維持管理手順の備付け

⚫ IHM第I部のメンテナンス実施

リサイクル前
⚫ IHM第II部、第III部の作成

⚫ 最終検査の受検

メーカー

造船所

船主/船舶管理会社

用語：有害物質一覧表 ＝ インベントリ ＝ IHM ＝ （IHM第I部＋ IHM第II部＋ IHM第III部）
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1-10. IHM作成の要否簡易診断チャート（条約要件）

総トン数500トン

以上の外航船？

IHM作成不要

No

新船に該当する？
下記のいずれかに該当

建造契約：2025年6月26日～
起工日*：2025年12月26日～
引渡日 ：2027年12月26日～
*建造契約がない場合

2025年６月２６日
以降に

船舶解体する？

No

2030年6月26日
以降も

運航予定？

No

No

Yes

Yes

Yes YesIHM
未所持

12

建造時に
IHM作成
義務

解体時に
IHM作成
義務

運航中に
IHM作成
義務
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1-11. IHM作成の要否簡易診断チャート（日本籍船要件）

総トン数500トン

以上の外航船？

総トン数５００トン

以上の内航船？

IHM作成不要

No

No

No

建造時に
IHM作成
義務

No

外航船？

No

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

No

IHM
未所持
日本籍
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解体時に
IHM作成
義務

Yes 運航中に
IHM作成
義務

新船に該当する？
下記のいずれかに該当

建造契約：2025年6月26日～
起工日*：2025年12月26日～
引渡日 ：2027年12月26日～
*建造契約がない場合

2025年６月２６日
以降に

船舶解体する？

2030年6月26日
以降も

運航予定？
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1. シップリサイクル条約の概要

2.船舶の実務 IHMの作成と維持管理

14
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◼ IHM第I部、第II部、第III部

◼ 材料宣誓書（MD）等のリスト

◼ 参考資料（一般配置図、機関室配置図等）

◼ 改訂履歴

有害物質一覧表（IHM）の構成例

◼ 表紙

◼ 改訂履歴

◼ IHM第I部
I-1 塗装
I-2 機器
I-3 構造

◼ IHM第II部
運航中に発生した廃棄物

◼ IHM第III部
III-1 貯蔵品
III-2 機器に封入された潤滑油
III-3 機器に封入された気体
III-4 家電製品、居住用家具類

◼ 収集した材料宣誓書（MD)等のリスト

◼ 参考資料

◼ IHMの表紙

リサイクル
までに作成

15

最初に作成
要維持管理

2-1. 有害物質一覧表（IHM）の構成 船主/船舶管理会社造船所
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IHMに記載する物質、物品
（Appendix1, MEPC.379(80)）

IHM

第I部
船舶の構造及び機器に
含まれる有害物質

第II部
運航中に発生
する廃棄物

第III部
貯蔵物

作成時期
新造船建造時

リサイクル前

表
A

条約で禁止または制限される有害物質
[アスベスト,PCB,オゾン層破壊物質,AFS禁止物質の計4物質]

－ －

表
B

条約で特定される有害物質
[カドミウム,鉛,六価クロム,水銀,放射性物質等の計9物質]

－ －

表
C

潜在的に有害な品目
[油類, 廃棄物等]

－

表
D

通常の民生品
（有害物質が含まれる可能性がある物品）
[家庭用電化製品、蛍光灯、居住用家具等]

－ －

現存船は条約発効後5年以内
[2030年6月25日まで]

現存船は”可能な限り”記載

船主/船舶管理会社造船所 メーカー2-2. IHMに記載する物質・物品（概要）

新船・新規搭載禁止
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No. 使用禁止/制限物質

表A

アスベスト

ポリ塩化ビフェニル（PCBs）

オゾン層
破壊物質

CFCs

ハロン

他の完全にハロゲン化されたクロロフルオロカーボン

四塩化炭素

1,1,1-トリクロロエタン

ハイドロクロロフルオロカーボン

ハイドロブロモフルオロカーボン

臭化メチル

ブロモクロロメタン

殺生物剤として有機スズ化合物を含有する防汚方法

シブトリンを含有する防汚方法

EU１） ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）

No. 使用を特定すべき物質

表B

カドミウム 及びカドミウム化合物

六価クロム 及び六価クロム化合物

鉛 及び鉛化合物

水銀 及び水銀化合物

ポリ臭化ビフェニル類（PBBs）

ポリ臭化ジフェニルエーテル類（PBDEs）

ポリ塩化ナフタレン類（塩素原子が3以上）

放射性物質

一部の短鎖型塩化パラフィン

EU2) ヘキサブロモシクロドデカン(HBCDD)

1)EU規則Annex Iに記載されている物質
（EU/EFTA籍船の場合のみ）

2)EU規則Annex IIに記載されている物質
（EU/EFTA籍船、EU寄港船の場合のみ）

2-3.IHM第I部に記載する物質・物品 船主/船舶管理会社造船所 メーカー

条約ガイドラインの付録１-表A,表Bに記載されている物質
EU-SRRのAnnex I，Annex II に記載されている物質
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物質の特性 品目例
第II部

運航中に発生
する廃棄物

第III部
貯蔵物

表C

液体 油性
燃料油、潤滑油等 －

廃油、ビルジ等 －

液体
燃料添加剤、不凍液等 －

バラスト水、汚水等 －

気体
爆発性/引火性 アセチレン、プロパン等 －

地球温暖化ガス 二酸化炭素等 －

固体
各種医薬品、スペアパーツ等 －

貨物残留物、タンク残留物等 －

表D

船の構造・設備とはみなされない
家庭用電化製品、居住用家具等
（有害物質が含まれる可能性がある消耗品
で、船舶リサイクル施設で解体、処理され
る可能性が低い物品）

コンピューター、冷蔵庫、プリンター、スキャナー、
テレビセット、ラジオセット、ビデオカメラ、ビデオレコ
ーダー、電話、乾電池、蛍光灯、電球、照明類
椅子、ソファ、テーブル、ベッド、カーテン、カーペット、
ごみ箱、ベッドリネン、枕、タオル、マットレス、収納ラ
ック、装飾品、バスルーム設備、おもちゃ、絵画

－

2-4.IHMに記載する物質・物品（表C, 表D）

条約ガイドラインの付録１-表C,表Dに記載されている品目

船主/船舶管理会社造船所 メーカー

18
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◼ EU/EFTA 籍船は条約要件に加えて追加2物質の調査を要求するEU-SRRへの適合と、
◼ EU-SOCの所持が要求される。

(EU-SRR Article.5)

◼ Non-EU/EFTA籍船がEU/EFTA域内に寄港する場合は、条約要件適合と、
旗国が要求※する場合はEU-SRRへの適合と、 EU-SOCの所持が要求される。
(EU-SRR Article.12)

◼ EU-SOC所持船の維持管理は、追加2物質の有無もMD収集時に確認する必要有

◆ EU-SRRで禁止される物質（条約の表Aに相当）

PFOS: Perfluorooctane Sulfonate (CAS No.: 1763-23-1)

◆ EU-SRRで制限される物質（条約の表Bに相当）

HBCDD: Hexabromocyclododecane (CAS No.: 25637-99-4)

日本では2010年4月から販売禁止

船舶用途では、
泡消火器に利用

日本では2014年4月から輸入禁止

船舶用途では、
低温部断熱材に利用

19

2-5.EU地域規制について（EU-SRR) 船主/船舶管理会社造船所

※2024年11月現在、EU以外ではリベリアがEU-SRRと同じ追加2物質の調査を要求
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IHM初回検査（IHM証書発行）

造船所が船舶に搭載する機械、設備、構造材料、
塗料の有害物質情報を供給者(メーカー、商社、
代理店)から収集して、船舶搭載の機器類を網羅
したIHM第I部を作成する方式

<ステップ1> 有害物質情報の収集

• 造船所は調達品の供給者から
材料宣誓書(MD)及び供給者適合宣言(SDoC)を収集

<ステップ２> 収集した情報の選別

• 収集したMDについて、しきい値を超えた有害物質を
含有する構造部材、機器等の製品を選別

<ステップ３> IHM第I部の作成

• 選別した製品について、分類毎に整理し、
本船上の所在(ロケーション)をIHMに記載
（IMOガイドライン3.1.4に該当する例外物質は記載不要）

新船のためのIHM第I部作成の手順新造船方式（新船方式）

条約対象船を建造する造船所は、
新造船方式でIHMを作成しなければならない。

20

2-6.新造船のIHM第Ⅰ部作成 造船所 メーカー

NK図面審査

船主支給品も
IHM対象機器の場合、
IHM検査までに
MDの収集が必要
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Material Declaration(MD)
材料宣誓書

Supplier’s Declaration of Conformity
供給者適合宣言(SDoC)

材料宣誓書(MD)
の記載項目

1. 日付

2.材料宣誓書特定番号

3.供給者名

4.製品の名称

5.型式番号

6.表Ａ、表Ｂに該当する有害
物質の有無（しきい値を超
える場合）

7.有害物質の質量及び使用
部位・部品の情報（しきい
値を超える場合）

供給者適合宣言書
（SDoC)
の記載項目

1. 日付

2.供給者適合宣言特定番号

3.発行者名

4.宣言対象の製品

5.化学物質の管理に関する法
令遵守、化学物質管理に関
する社内規定等、品質管理
文書の一覧

6.宣言者の署名

供給者は、製品の納品時または、
有害物質の調査依頼を受けて、
材料宣誓書(MD)と
供給者適合宣言書（SDoC）を
提出
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2-7. 材料宣誓書と供給者適合宣言 メーカー

IMOガイドライン MEPC.379(80) Appendix 6，７より
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IHM記載機器の選別
ロケーション情報作成

建造造船所

MD, SDoC収集

機器供給者

有害物質
調査依頼

メーカー
A

メーカーFメーカーE

※メーカーA製造機器の構成部品メーカー

SDoC
作成

MD作成

メーカーG

メーカー
C

SDoC
作成

MD作成

メーカー
D

SDoC
作成

MD作成

商社
and/or
代理店

メーカーZメーカーYメーカーX

必要に応じて
MD作成代行

IHM作成 船上検査

NK

2-8. 新造船方式によるIHM作成とNK検査の流れ

納品時

完工

海上試運転前

機器発注時

IHM証書発行
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<ステップ1> 必要情報の収集

• 船舶仕様書、完成図書、AFS証書、同型船のIHM等を用いて、
有害物質が含まれる可能性がある機器や構造の「明示リスト」を作成

<ステップ２> 収集情報の評価

• 「明示リスト」を参照して、船上の全ての対象機械、設備、構造、塗料の
チェックリストを作成（書類から有害物質の、有り/無し/不明を評価）
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<ステップ３> 目視/サンプリング計画の準備

• ステップ２の結果に基づき、訪船調査の計画書（VSCP）を作成

 目視チェック対象 ： ステップ２の結果、有害物質の有無が明確
 サンプリング対象 ： ステップ２の結果、有害物質の有無が不明

<ステップ４> 目視/サンプリングの実施（船上調査）

• ステップ３で作成したVSCPに従って本船上で調査実施
目視/サンプリング不可能な場所にあり、対象物の調査ができなかった項目は
潜在的に有害物質があるものとみなして分類

<ステップ５> IHM第I部の作成

• 有害物質のロケーション、有害物質の概算量のリスト化

IMOガイドラインMEPC.379(80) 4.2より

専門家方式（現存船方式）

新船（新造船建造時）には、
専門家方式を採用することはできない。

現存船のためのIHM第I部作成手順

現存船に搭載されている機器類や構造材料に
含まれる有害物質の特定を「専門家」が行う方式
網羅的なIHM第I部の作成はできない。

2-9. 就航船のIHM第I部作成（作成期限：2030年6月25日まで）

＜ステップ３＞へ

＜ステップ2＞から

船主/船舶管理会社

IHM初回検査（IHM証書発行）

NK図面審査

NK図面審査
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機器の目視調査 サンプリング調査船上の図書・書類を調査 機器の目視調査

有害物質に関する取扱い知識を持つ専門家によって、
VSCPに従って有害物質が使用されている構造材・機器類の特定作業を実施

✓ 配管のガスケット・パッキン

✓ 電線貫通部のシーリング材

✓ ブレーキライニング

✓ 防熱材

✓ 居住区の内張り材、床材

✓ トランス、コンデンサの絶縁油

✓ 潤滑油

✓ 熱媒ヒーターの媒体油

✓ 電線被覆

✓ ラバー製ホース等のゴム製品

✓ 空調機器の冷媒ガス
✓ ハロン消火剤
✓ 糧食冷蔵庫・ガス船の断熱材

✓ 外板塗料

アスベスト PCB ODS

船底防汚塗料（AFS条約関連）

2-10.専門家による就航船での船上調査

<ステップ４> 目視/サンプリングの実施（船上調査）*1

船主/船舶管理会社

24
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１～2カ月

船級定期的検査等

VSCP作成

船上調査実施

VSCP審査

IHM図面審査

専門家 NK

IHM作成

船主

専門家への
IHM依頼

IHM証書発行

初回検査※

２～３カ月

専門家作業開始 当該船の図面調査
メーカー資料収集

サンプリング分析

初回検査※

IHMの
メンテナンス

※初回検査
（船上立会検査）は、
最低1回実施します

2-11.専門家方式によるIHM作成とNK検査の流れ

船主が作成することも可能だが、
船上調査時の健康被害防止のため、
有害物質取扱に関する知識が必要

25
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専門家方式
書類調査、船上調査を実施して

IHMを作成

目視・サンプリング
計画書作成

新造船方式
MD, SDoCを収集して

IHMを作成

2-12. IHM作成から所持までの流れ

設計図等、メーカー資料等
による書類調査

目視・サンプリング調査実施
（専門家・NK検査員訪船）

IHM作成(注1)

IHM船上検査
（NK検査員訪船）

IHM証書発行（注2）

MDの選別、
船舶ロケーション情報作成

No

Yes

NK本部
図面審査

NK本部
図面審査

新船に該当する？
下記のいずれかに該当

建造契約：2025年6月26日～
起工日*：2025年12月26日～
引渡日 ：2027年12月26日～
*建造契約がない場合

注１：船舶解体時に作成する場合は、
別途IHM第II部、第III部の作成が必要

注２：船舶解体時に作成する場合は、
リサイクル準備(RfR)証書のみ交付

建造造船所、メーカー等へ
MD, SDoC作成・送付依頼

26
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2-13. 運航中のIHM第I部の維持管理 船主/船舶管理会社

<ステップ1> 有害物質情報の収集

• 責任者は調達品の供給者から
材料宣誓書(MD)及び供給者適合宣言(SDoC)を収集

<ステップ２> 収集した情報の選別

• 収集したMDについて、しきい値を超えた有害物質を
含有する構造部材、機器等の製品を選別

<ステップ３> IHM第I部の更新

• 選別した製品について、分類毎に整理し、
本船上の所在(ロケーション)をIHMに記載して改訂
（IMOガイドライン3.3に該当する例外物質は記載不要）

新造船のIHM作成と同様の手順が必要
船舶に固定する（溶接、ボルト、リベットやセメント）
機器類は全てMD収集の対象

IHMをメンテナンスする責任者を指名
※海上勤務者、陸上勤務者どちらでもよい

運航段階のIHM適合性確保  [IMOガイドライン MEPC.379(80) 5.2]

１．新規搭載、交換機器のMD, SDoCを

１．機器供給者から収集

２．収集したMD, SDoCの確認

３．IHMの改訂（リストへの追加や削除）

４．改訂履歴への責任者の署名

5．船上のIHMを最新版に差替え

責任者は、IHMを適切にメンテナンス
するための維持管理手順を整備

更新検査（ ）および、船の売買時にIHM関連資料を提示

【メンテナンスの流れ】

NK船上検査

➢ 構造材に使われる鋼材、アルミ、青銅、真鍮等の合金に
含まれる表B物質

➢ プリント基板に含まれる有害物質
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機器等の名称 船上の位置 物質名称 使用箇所
対象物質
の概算量

機器交換（交換前）
取り消し線

機器交換（交換後）
Remarkに詳細記入

第I部：船舶の構造または機器に含まれる有害物質
I-1 – 塗装に含まれる有害物質
I-2– 機器類に含まれる有害物質
I-3– 構造材に含まれる有害物質

Appendex2 IHMの標準書式, IMO Resolution MEPC.379(80)
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2-14. IHM第I部の標準書式（記載事項） 船主/船舶管理会社
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IHMのリストの書換え

IHM改訂履歴への記録

収集したMD, SDoCの保管(常時必要なMDを参照できるようリストで管理)

材料宣誓書（MD) 供給者適合宣言書(SDoC)

2-15. 実際のIHMメンテナンス作業の例 IHMの更新作業

IHM図書ファイル
※電子データでの管理を推奨
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2-16. 最終検査（リサイクル準備） 船主/船舶管理会社

最終検査完了まで
最終検査（リサイクル準備）

• 船舶リサイクル前にIHMを完成
（第I部の最新化、第II部と第III部の作成）

適切な解撤を実施するため、船舶リサイクル施設
に持ち込まれる有害物質や、廃棄物の数量が
IHMに記載され、本船に適した船舶リサイクル施
設であることを確認

IHM第I部 ：有害物質

IHM第II部 ：廃棄物

IHM第III部：貯蔵物

IHMの完成

解撤先の船舶リサイクル実施許可証の写し

リサイクル国承認済みのリサイクル計画書の写し

最終検査に必要な書類の例

船主はIHM（第I部、第II部、第III部）を完成させる。

船舶リサイクル施設は送付されたIHMを
もとに船舶リサイクル計画書（SRP)を作
成し、リサイクル施設所在国に提出

リサイクル施設所在国は当該船の受け入
れ設備や、船舶に含まれる有害物質の処
理能力の有無等を審査（SRP審査）

旗国（NK)は最終検査で以下を確認する。
✓ 完成したIHMの適合性
✓ SRP承認の有無
✓ 承認された船舶リサイクル施設情報

解撤を行う予定の
船舶リサイクル施設にIHMの写しを送付

船舶リサイクル施設へ最終航海、船舶のリサイクル実施

旗国（NK)は最終検査完了後、RfR証書を発行

リサイクル国は
SRPを承認

船主 船舶リサイクル施設

旗国（NK)に
最終検査の申請

30
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実施時期 証書の扱い 検査項目（概要）

初回検査
Initial 
Survey

完工時、または初回IHM証書発行時
IHM証書の新規発行
有効期限最大5年

IHM第I部の条約要件に従った作成

更新検査
Renewal 
Survey

IHM証書の有効期間内
他条約検査との調和が考慮される。

IHM証書の更新発行
有効期限最大5年

IHM第I部の条約要件に従った適切な更新

追加検査
Additional 

Survey

バラスト水処理、スクラバ、風力推進等
の主要な機器の追加や改造工事実施
時に船主要望に応じて

IHM証書への裏書 IHM第I部の条約要件に従った適切な更新

最終検査
Final 

Survey

船舶リサイクル実施直前
国際リサイクル準備証書
（RfR証書）の発行
有効期限最大3カ月

1. IHM第I部の条約要件に従った適切な更新

2. IHM第II部、第III部の条約要件に従った作成

3. PCHM項目を削除した場合、作業レポート確認

4.船舶リサイクル計画書が承認されていること。

5.解撤予定先船舶リサイクル施設が
有効なリサイクル許可証を有していること。
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2-17. 船舶に対する条約検査の種類
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シップリサイクル条約発効に向けた
業界の対応をサポート

ClassNK 船舶リサイクル施設の認証に
関するガイドライン

弊会ウェブサイトにてシップリサイクル条約に関する最新情報を提供中
ホーム > 業務サービス >  条約関連 > シップリサイクル条約
https://www.classnk.or.jp/hp/en/activities/statutory/shiprecycle

ClassNK 船舶に搭載される有害物質
一覧表に関するガイドライン

(2024年11月末時点)

✓ 条約要件に準拠したインベントリ作成と維持・更新の
ガイドラインを公表

➢ 5,000隻以上がインベントリの承認を取得

✓ 条約要件に準拠した船舶リサイクル施設の
認証ガイドラインを公表

➢ インド・バングラデシュ・トルコにおいて
合計70施設以上が
NKのガイドライン認証による鑑定書を取得

NKの条約への対応について
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for your kind attention
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